
平塚市附属機関設置条例 (平成 25年条例第 2号) 抄

(趣 旨)

第 1条 地方自治法 (昭和 22年法律第 67号)第 188条 の 4第 3項及び地方公営企業

法 (昭和 27年法律第 292号 )第 14条の規定による附属機関の設置については、法

令又は他の条例に定めがあるものを除くほか、この条例の定めるところによる。

(設置 )

第 2条 執行機関及び公営企業管理者の附属機関として、別表に掲げるものを置く。

(委任 )

第 3条  この条例に定めるもののほか、前条に規定する附属機関の組織及び運営に関 し必

要な事項は、別に定める。

附 則

一部省略

(施行期 日)

1 この条例は、平成 31年 4月 1日 から施行する。

(経過措置 )

2 この条例の施行の際現にこの条例による改正前の平塚市附属機関設置条例第 2条の規

定により設置された平塚市成年後見利用支援センター運営協議会 (以下 「旧協議会」と

いう。)の委員である者は、この条例の施行の日 (以下 「施行 日」という。)に この条

例による改正後の平塚市附属機関設置条例第 2条の規定に基づいて設置される平塚市成

年後見制度利用促進協議会の委員に委嘱され、又は任命 されたものとみなす。この場合

において、その委嘱され、又は任命されたものとみなされた者の任期は、施行 日におけ

る旧協議会の委員 としての任期の残任期間と同一の期間とする。

別表 (第 2条関係 )

附属機関の属

する執行機関

及び公営企業

管理者

附属機関 担当する事務 委員の定数

平塚市成年後見制

度利用促進協議会

成年後見制度の利用の促進等に関する必要

な事項について調査審議すること。

9人以内



平塚市成年後見制度利用促進協議会規則

(趣 旨)

第 1条  この規則は、平塚市附属機関設置条例 (平成 25年条例第 2号)第 3条の規定に

基づき、平塚市成年後見制度利用促進協議会 (以下 「協議会」という。)の組織及び運

営に関し必要な事項を定めるものとする。

(所掌事項 )

第 2条 協議会は、次に掲げる事項を調査審議する。           「

(1)成 年後見制度の利用の促進に関する基本的事項

(2) 平塚市成年後見利用支援センターが実施する事業の監督に関する事項

(3) その他成年後見制度の利用の促進等に関する事項

(委員 )

第 3条 協議会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

(1)成 年後見制度に関し専門的知識を有する者

(2) 学識経験者

(3) 関係団体の代表者

(4) その他市長が適当と認める者

2 委員の任期は、2年 とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

3 委員は、再任されることができる。

(会長及び副会長 )

第 4条  協議会に会長及び副会長 1人を置き、委員の互選により定める。

2 会長は、会務を総理 し、協議会を代表する。

3 副会長は、会長を補佐 し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。

(会議 )

第 5条  協議会は、会長が招集 し、その議長となる。

2 協議会は、委員の過半数が出席 しなければ開くことができない。

3 協議会の議事は、出席委員の過半数で決 し、可否同数のときは(議長の決するところ

による。

(意見の聴取等 )



第 6条 協議会は、その審議事項について必要があると認めるときは、委員以外の者 に出

席を求め、意見若 しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。

(庶務 )

第 7条 協議会の庶務は、福祉都福祉総務課で処理する。

(その他 )

第 8条  この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会

に諮つて定める。    、

附 則

この規則は、平成 26年 4月 1日 から施行する。

附 則

1 この規則は、平成 31年 4月 1日 (以下 「施行 日」という。)か ら施行する。

2 この規則の施行の際現に平塚市成年後見利用支援センター運営協議会の委員である者

(こ の規則による改正前の平塚市成年後見利用支援センター運営協議会規則第 3条第 1

項第 4号に掲げる者を除く。)は、施行 日に平塚市成年後見制度利用促進協議会の委員

に委嘱されたものとみなす。この場合において、その委嘱されたものとみなされた者の

任期は、施行 日における平塚市成年後見利用支援センター運営協議会の委員 としての任

期の残任期間と同一の期間とする。



平塚市成年後見利用支援センが―設置規則

(趣 旨)

第 1条  この規則は、成年後見利用支援センター (以下「センター」とい う。)の 設置

に関 し必要な事項を定めるものとする。

(名 称及び位置 )

第 2条  センターの名称及び位置は、次のとお りとする。

名称 位 置

平塚市成年後見利用支援ヤンター 平塚市立野町 31番 20号

(事業 )

第 3条  センターは、次に掲げる事業を行 う。

(1)成 年後見制度に係 る相談に関する事業

(2) 市民後見人の養成及び活動の支援に関する事業

(3)成 年後見制度に係 る地域における連携体制の構築に関する事業

(4)成 年後見制度に係る普及啓発に関する事業

(5) その他センターの事業の実施に関 し必要な事業

(6) 前各号に掲げる事業の企画調整に関すること。

(体業 日)

第 4条  センターの体業 日は、次に掲げる日とする。ただ し、市長が特に必要がある

と認めるときは、これ らの 日に開業 し、又は別に休業 日を定めることができる。

(1)  日曜 日及び土曜 日

(2) 国民の祝 日に関する法律 (昭和 28年法律第 178号 )に規定する休 日

(3) 12月 29日 から翌年の 1月 8日 までの 日 (前号に掲げる日を除 く。)

(開 業時間 )

第 5条  センターの開業時間は、午前 8時 30分 か ら午後 5時 まで とする。ただし、

市長が特に必要があると認めるときは、開業時間を変更することができる。

(そ の他 )

第 6条  この規則に定めるもののほか、センターの設置に関 し必要な事項は、市長が

定める。

附 則



この規則は、平成 26年 9月 15日 から施行する。

附 則

この規則は、平成 31年 4月 1日 から施行する。



平塚市成年後見制度市長審判請求実施要綱

(趣旨)

第 1条 この要綱は、認知症高齢者、知的障がい者又は精神障がい者の福社の増進を図るた

め、民法 (明治 29年法律第 89号)で定める成年後見制度について、老人福社法 (昭和

38年法律第 133号)第 32条、知的障害者福祉法 (昭和 35年法律第 37号)第 28

条又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 (昭和 25年法律第 123号 )第 51条

の 11の 2の規定に基づき市長が行う後見開始、保佐開始、補助開始等の審判の請求 (以

下「市長審判請求」という。)について必要な事項を定めるものとする。

(審判請求対象者)

第 2条 市長審判請求の対象者 (以下「審判請求対象者」という。)は、原則として、本市に

住所を有する者 (次の各号に掲げる場合にあつては、当該各号に定める者)の うち、判断

'能力が不十分で、身寄りがない等の場合であつて、当事者による審判の請求が期待できな

いと市長が認める者とする。

(1) 生活保護法 (昭和 25年法律第 144号)に基づく保護を受けている場合 実施機

関が本市となる者

(2)措 置入所者である場合 (前号に掲げる場合を除く。) 本市が入所措置を行つた者

(3)介 護保険制度による被保険者である場合 (第 1号に掲げる場合を除く。)保 険者が

本市となる者        イ

(4) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 (平成 17年法律第

123号)に基づく援護を受けている場合 (第 1号に掲げる場合を除く。)実 施主体

が本市となる者

2 前項各号に掲げるもののほか、審判請求対象者と市長が認める基準については、生活保

護法に基づく保護の実施責任の例によるものとする。

(市長審判請求の要請)

第 8条 次に掲げる者は、審判請求対象者がいると判断したときは、市長に対し市長審判請

求を行うよう要請することができるものとする。

(1) 審判請求姑象者の日常生活の援護者 (親族以外の者に限る。)

(2)児 童委員及び民生委員

(3)社 会福祉法 (昭和 26年法律第45号)に定める社会福祉事業に係る施設等の長又



は福祉事務所の長

(4)介 護保険法 (平成 9年法律第 123号)に定める介護保F父施設その他これに類す る

施設の長

(5)地 域保健法 (昭和 22年法律第 101号)に定める保健所の長

(6)医 療法 (昭和 28年法律第 205号)に定める病院又は診療所の長

2 前項の規定により市長審判請求あ要請をしようとする者は、成年後見制度における市長

審判請求要請書 (第 1号様式。以下「要請書」という。)を市長に提出しなければならない。

8 前項の場合において、第 1項各号に掲げる者 (本市の社会1昌
~祉
法に定める福祉事務所の

長を除く。)は、当該審判請求対象者に係る市長審判請求の可否その他市長審判請求の手続

について、平塚市成年後見利用支援センター (平塚市成年後見利用支援センター設置規則

(平成 ?6年規則第40号)の規定により設置する平塚市成年後見利用支援センターをい

う。)に相談の上、要請書を提出するものとする。           '

(市長審判請求の担当課)

第 4条 前条に規定する要請書の提出があつた場合には、原則として、次の各号に掲げる審

判の請求の区分に応じ、当該各号に掲げる課 (以下「担当課」という。)が、成年後見調整

会議に意見を聴く手続を行うこととする。

(1)老 人福祉法第 32条の規定による審判の請求 高齢福祉課

(2)知 的障害者福祉法第 28条及び精神保健及び精神障害者福社に関する法律第 51条

の11の 2の規定による審判の請求 障がい福祉課

(市長審判請求の決定等)

第 5条 市長は、第 3条に規定する要請を受けたときは、成年後見調整会議において、次に

掲げる事項を確認し、及び総合的に考察し、市長審判請求の可否を決定するものとする。

(1)審 判請求対象者の事理を弁識する能力の程度

(2)行 政等が行う各種施策及びサービスの活用による審判請求射象者に対する支援策の

効果

(3)審 判請求対象者の親族の存否、当該親族による審判請求対象者保護の可能性及び当
該親族が審判の請求を行う意思の有無

(4)審 判請求対象者の生活、資産及び収入状況

(5)望 ましい後見候補者及び当該候補者を選んだ理由



2 市長は、市長審判請求の決定の結果を、成年後見制度における市長審判請求要請に関す

る決定通知書 (第 2号様式)により当該要請人に通知するものとする。

3 成年後見調整会議において、必要と認めるときは、第 1項各号に掲げる事項及び市長審

判請求の可否のほか、次の各号に掲げる事項を検討する。

(1) 財産管理、契約を伴うサービスの必要性等、審判請求対象者の福祉を図るために必

要な支援策

(2) 審判請求対象者の置かれている状況等から緊急に対応が必要な場合は、関係法令に

基づく入所等の措置

(費用負担)

第 6条 市長は、市長審判請求について、家事事件手続法 (平成 23年法律第 52号。以下

「法」という。)第 28条第 1項の規定により、審判の請求に要する費用 (以下「審判請求

費用」という。)を負担するものとする。

(審判請求費用の求償)

第 7条 市長は、原則として、前条の規定に基づき負担した審判請求費用について当該審判

請求費用の求償権を得るため、法第 29条第 1項の規定により、審判請求対象者に当該審

判請求費用を負担させる旨の申立てを家庭裁判所に対し行うものとする。

(不 1ザ息)

第 8条 前条の規定に基づき審判請求対象者が負担する審判請求費用に対する利息は、無利

虐、とすると

(その他)

第 9条  この要綱に定めるもののほか、市長審判請求に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。    |

附 則

と この要綱は、平成 26年 4月 1日 から施行する。

2 平塚市成年後見制度運営事業実施要綱 (平成 18年 10月 1日 施行。次項において「旧

要綱」という。)は、廃止する。

3 この要綱の施行の際現に旧要綱の規定によりされている審判の請求及び審判の請求に係

る申立ての要請については、なお従前の例による。
.

附 則



この要綱は、平成 27年 4月 1日 から施行する。

F付  貝J

この要綱は、平成 30年 3月 1日 から施行する。



平塚市成年後見制度利用支援事業実施要綱

(趣旨)

第 1条 この要綱は、認知症高齢者、知的障がい者又は精神障がい者の福社の増進を図るた

め、民法 (明治 29年法律第 89号)で定める成年後見制度について、平塚市が行う後見

人、保佐人及び補助人 (以下「後見人等」という。)の報酬の助成について必要な事項を定

めるものとする。

(助成対象者)

第 2条 後見人等の報酬の助成の対象者 (以下「助成対象者」というと)は、原則として、後

見人等であつて、その被後見人、被保佐人及び被補助人 (以下「被後見人等」という。)が

本市に住所を有する者 (被後見人等が次の各号に掲げる場合にあつては、当該各号に定め

る者)の うち、後見人等の報酬について助成を受けなければ支払が困難であると市長が認

める者とする。                1          '

(1) 生活保護法 (昭和 25年法律第 144号)に基づく保護を受けている場合 実施機

関が本市となる者

(2) 措置入所者である場合 (前号に掲げる場合を除く。) 本市が入所措置を行つた者

(3)介 護保険制度による被保険者である場合 (第 1号に掲げる場合を除く。)保 険者が

本市となる者

(4) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 (平成 17年法律第

123号)に基づく援護を受けている場合 (第 1号に掲げる場合を除く。)実 施主体

が本市となる者

2 前項各号に掲げるもののほか、助成対象者と市長が認める基準については、生活保護法

に基づく保護の実施責任の例によるものとする。

3 前 2項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、助成対象者としないb

(1)親 族による後見人等

(2) 被後見人等が死亡した時に後見人等であつた者

4 前項第 2号の規定にかかわらず、当該後見人等が、その後見等の事務に係る報酬を受け

ておらず、当該報酬を当該被後見人等の相続財産から受けることが困難である場合その他

市長が特に必要があると認める場合は、助成対象者とすることができるものとする。

(助成額)



第 3条 前条に規定する助成 (以下「報酬助成」とし、う。)の額は、家庭裁判所が決定した報

酬の額の全部又は一部とする。この場合において、報酬助成の額は、被後見人等 1人につき、

報酬助成に係る被後見人等が施設等に入所している場合にあっては月額 18,000円 を、

在宰の場合にあっては月額28, 000円 を上限とする。

(報酬助成の申請)

第4条 助成対象者は、報酬助成を受けようとするときは、市長に対してその旨を申請する
ものとする。

(報酬助成の決定)

第 5条 市長は、前条に規定する申請を受けたときは、成年後見調整会議において、被後見

人等の生活、資産及び収入状況について確認し、報酬助成の可否を決定するものとする。

(資格の消滅)

第 6条 報酬助成を受けている者が、次の各号のいずれかに該当するときは、報酬助成を受

ける資格は、消滅するものとする。

(1)助 成対象者でなくなうたとき。

(2)偽 りその他不正の手段により報酬助成を受けたとき。         ・

(返還)

第 7条 前条第 2号の規定により報酬助成を受ける資格が消滅したときは、当該報酬助成を
受けた者は、既に支給された報酬助成の額の全部又は一部について返還する義務を負うも

のとする。

(譲渡及び担保の禁止)                     ′

第 8条 報酬助成を受けている者は、当該報酬助成を受ける権利を譲渡し、又は担保に供し
てはならない。

(その他)

第 9条 この要綱に走ゅるもののほか、報酬助成に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附 則   |

1 この要綱は、平成 26年 4月 1日 から施行する。
2 平塚市成年後見制度利用支援事業実施要綱 (平序 16年 4月 1日 施行。次項において「十日
要綱」という。)は、廃止する。

3 この要綱の施行の際現に旧要綱の規定によりされている報酬助成及び報酬助成に係る申



請については、なお従前の例による。

附 則

この要綱は、決裁の日 (平成 28年 11月 18日 )か ら施行し、平成 28年 10月 1日 か

ら適用する。



1 委嘱状交付

2 福祉部長挨拶

3 委員紹介

4議 題

(1)正副会長の選出

(2)成年後見制度利用促進に関すo取 り組みにっいて
ア 平塚市成年後見利用支援センター事業について
①令和2年度事業報告  !
②市民後見人養成関係

③令和3年度事業計画

イ 市長申立て、報酬助成について

(3)中核機関、地域連携ネットワークの在り方について

(4)その他
平塚市高齢者福祉計画 (介護保卜父事業計画 [第 8期 ])について

平塚市成年後見制度利用促進協議会次第

日 時 令和 3年 3月 29日 (月 )
14:00-16:00

場 所 平塚市役所本館 4階  410会 議室

以  上





平塚市成年後見制度利用促進協議会委員名簿
(任期 2年 令和 2年 10月 1日 ～令和 4年 9月 30日 )

順不同日敬称略

分野 所   属 職名 氏   名

専門職 神奈川県弁護士会 弁 護 士 町川 智康

専門職
公益社団法人
成年後見センター・リーがルサホ

°―ト
神奈川県支部

司法喜士 浅沼 賢史

専門職
公益社団法人
神奈川県社会福祉士会

社会福祉士 田中  晃

専門職
一般社団法人
コスモス成年後見
サポートセンター

行政書士 白澤 香繊

専門職
東京地方税理士会
平塚支部 税 理 士 村田 一秀

学識経験者
学校法人東海大学
健康学部健康マネジメント学科

准 教 授 菅野 和恵

NPO法 人 特定非営利活動法人NPO成年後見湘南 顧間 渡遇 浩子

関係団体 平塚市障がい者団体連合会 会計 長橋 尚子

関係団体
平塚市地域包括支援センター
あさひみなみ 社会福祉士 西岡 康秀



<事務局>

所属 役職 氏名

平塚市福祉部 部   長 岩崎 和子

平塚市福祉部福祉総務課 課  長 小菅 正人

平塚市福祉部福祉総務課 課長代理 山崎 淳司

平塚市福祉部福祉総務課 主  査 木村 孝子

平塚市社会福祉協議会 常務理事兼事務局長 高橋 勇二

平塚市成年後見利用支援センター
(いきいき生活支援課 )

次長兼課長 露木 昭彦

平塚市成年後見利用支援センター
(いきいき生活支援課 )

副センター長 中田 栄二

平塚市成年後見利用支援センター
(いきいき生活支援課 )

班長 田中 直樹

平塚市成年後見利用支援センター
(いきいき生活支援課 )

相談員 馬場 ひとみ

平塚市福祉部高齢福祉課 課長代理 岩本 英裕

平塚市福祉部高齢福祉課 担当長 大川 智裕

平塚市福祉部高齢福祉課 主査 渡遇 真理子

平塚市福祉部障がい福祉課 課長代理 村田 真一

平塚市福祉部生活福祉課 課長代理 白井 純人



平塚市成年後見利用支援センター 令和 2年度業務概況 (総括表) 資料①-1

3月 1～ 31日

(開所日数 :19日 ):(開所日数:235自 )

土曜午前開所
(1/16)

土曜開所 土曜午前開所
(3/6)(2/6)

後見サポー
ター全体会
(2/6)⇒ 中止

専門相談
(3/9)

専門相談
(3/18)予定

応急的事務管
理会議全体会
議(3/19)予定

受任調整‐企

画運営会議
(2/16)

終活ワーキン
グ(3/22)予定

利用促進
会 (市役所)

ネットワーク連
絡会⇒書面開
催

2月 1～28日

終活ワーキン
グ(2/5)⇒延
期

1月 1～31日

(開所日数:19.5日 ):(開所日数 :21日 ):(開所日数 :195日 )

専門相談

(1/21)

受任調整・企
画運営会議
(12/15)⇒体会

12月 1～31日

保健福祉研修
(勤労会館 )
(i2/3)

成年後見制度
の利用促進に
関する連絡・調
整会議(12/4)

土曜開所
(12/5)

社会福祉士養
成実習対応
(11/19)

後見サポ=
ター全体会
(12/5)⇒中止

出張講座事前
打合せ
(12/10)

専門相談
(12/15)

社会福祉士養
成実習対応

(11/24)

11月 1～30日

出張講座事前
打合せ(11/5)

終活ワエキン
グ(11/18)

専門相談
(11/19)

社会福祉士養
成実習対応
(11/20)

土曜午前開所
(11/21)

10月 1～ 31日

(開所日数 :23日 )

第6期後見サ
ポーター採用
選考 (9/8)

終活ワーキン
ちデ(3/3)

土曜開所
(10/3)

後見サポー
ター全体会
(10/3)

湘南西部成年
後見制度利用
支援連絡会
(10/13)

専門相談
(10/20)

受任調整・企

画運営会議
(10/20)

成年後見制度
利用促進連絡
協議会
(10/21)

9月 1～ 30日

(開所日数 :20_5日 )

土曜午前開所
(9/5)

ネットワーク連
絡会⇒書面開
催 (8/14)

成年後見制度利
用促進協議会 (市
役所)(9/14)

受任調整・企
画運営会議

(3/18)

専門相談
(9/17)

終活ワーキン
ウデ(9/24)

3月 1～ 31日

(開所口数 :21日 )

土曜開所
(3/1)

専門相談
(3/18)

子主会福祉士蚕
成実習対応
AM
(8/24)

社会福祉士養
成実習対応
PM
(3/24)

7月 1～ 31日

(開所日数:215日 )

専門相談
(7/16)

土曜午前開所
(7/13)

受任調整・企
画運営会議
(6/16)

後見サポー
ター全体会
(7/21)

6月 1～30日

(開所口数 :23日 )

土曜開所
(4/4)

土曜午前開所
(5/16)

土曜開所
(6/6)

後見サポニ

ター全体会
(6/6)■ 中止

専門相談
(4/21)

専門相談
(6/16)

出張講座等普及・広

報事業を右の網掛け

5月 1～ 31日

(開所日数:185日 )

後見サポ 受任調整・企
画運営会議
(5/19)⇒ 休会

ター全体会
(4/4)⇒中止

専門相談
(5/21)

4月 1～ 30日

(開所日数 :22日 )

受任調整・企
画運営会議
(4/21)⇒ 延期



資料①-2
平塚 J用支援成年後見和 センター 2年度令和 本目 件数等及 議開催 況 (2月 末

△

点 )

参考 :前年度 (31年度 )

一日当
たり平
均件数

1.66

0.66

4/23, 5/23,6/18・ 26, 7/18,
8/20。 22,9/19・ 20, 10/15,
11/20,21, 12/17, 1/16・ 17・

28,2/18・ 27,3/19・ 30専門相
談

受任調整・企画運営会議

令和2年6月 16日 (火曜),8月 18日 (火曜),10月
20日 (火曜),令和3年2月 16日 (火曜)
※ 4月 ,12月度は、新型コロナウイルス感染症対
策のため休会。

平塚栗原ホーム 3階 珂ヽ会議室

大森淳 :センター長 (弁護士)
出縄守英 :(社福)進和学園理事長
鈴木員理子 :社会福祉士   計 3名

・ 平塚市成年後見利用支援センターの運営
状況

・ 検討課題

合計 (初
回・継続
男1)

相談
区分
別計

249

414

164

173

241

55

109

1～ 3月

開所日数

60

45

42

1 2

24

1/11,3/1
4土曜午
前開所
2/1土曜
開所

10～
12月

開所日数

63.5

35

81

20

9

10/5, 12/7

土曜開所
n/9土曜
午前開所

7～ 9月

開所日数

64

47

58

1 5

47

7/13,

9/14
土曜年前
8/3土曜
開所

4～ 6月

開所日数

61.5

46

60

8

29

4/6,6/1
土曜開所
5/H土曜
午前開所

日時

場所

出席者

内容

相談
経路別

内訳
(実件数)

A)保健福
祉機関・施
設等からの
相談

108

B)親族・
知人等から
の相談

119

4/21,5/21,6/16,7/16,8/18,9/17,
10/20,11/19,12/15,1/21専 門相談

成年後見支援ネットワニク連絡会

令和2年8月 14日 付,令和む年3月 16日付文書にて「書歯開催」

専門職団体 ,包括,相談支援事業所,福祉関係団体,福祉施設,医療機関,金融機
関,行政 (市担当課を含む)等

`平塚市成年後見利用支援センターの事業概要

口参加団体・機関等における「成年後見及び権利擁護に関する取組状況」

合計

一日当
たり平
均件数

1.92

0.49

合計
(初回・

継続別)

開所 日

1日

相談
区分
別計

228.5

438

113

197

241

28

85

期間別内訳

小計
(10～ 2月 )

開所
日数

102

97

165

1 7

52

2月

開所
日数

19

14

32

3

14

2/6

土曜開所

1月

開所
国数

195

22

47

4

1 1

1/16

土曜午前
開所

10～

12月

開所
日数

63.5

61

86

10

27

10/3, 12/5

土曜 F,門所
n/2:

土曜午前開

所

小計
(4～ 9月 )

開所
回数

126.5

100

76

11

33

7～ 9月

開所
回数

63

64

49

8

1 8

3/1土曜
開所
7/18,9/5

土曜午前
開所

4～ 6月

開所
日数

63.5

36

27

3

15

4/4,6/6

土曜開所
5/16土曜
午前開所

日時

場所

参加者

内容

初回

継続

初回

継続

備考

△
〓

議

開

催

状

況

電

話

来

所

相

　

談



資料①-3

令和2年度 平塚市成年後見利用支援センター普及・広報事業「成年後見制度出張講座」等の状況

番

号
日時
会場

主催団体等名称 内容等 対象
参加者数
(単位 i人 ) 備考

1

7月 18日 (■ )

10時～12時
平塚栗原ホーム

平塚市成年後見利用支援セン

ター

市民後見人養成講座フォ
ローアップ研修
「改正民法について」

市民後見人、
後見サポー
ター及び従事
を

6
DVD
上映

2

7月 21日 (火 )
13時 30分～15時30分
平塚栗原ホーム

平塚市成年後見利用支援セン
ター

市民後見人養成講座フォ
ローアップ研修
「改正民法について」

市民後見人、

後見サポー

ター及び従事
を

12

I

I

|

|

DVD
上映

3

8月 27日 (木 )
16時～17時
平塚栗原ホーム

平塚市成年後見利用支援セン

ター

職員研修 成年後見に関係する法律の
「制定・改正」について
～近年の利用促進法「制定J、 民法「改正」
について～

職員 5

4

10月 2日 (金 )

10時～12時
平塚市保健センター

平塚市成年後見利用支援セン
ター

成年後見制度誘歴

(意思決定支援を考える～あな

たの考える『本人の意思』つて
イ訂?～面う)

保健
福祉
関係者

39

5

10月 30日 (金 )
10時20分～12帝寺20分
平塚市福祉会館

平塚市成年後見利用支援セン
ター 親族後見予習セミナー

市民 15

6

11月 20日 (金 )
10時20分～12時20分
平塚市福祉会館

平塚市成年後見利用支援セン
ター 親族後見予習セミナー

市民 12

7

12月 3日 (木 )

13時00分～14時00分
平塚市勤労会館

平塚市福祉部
保健福祉研修「成年後見制度
について」

職員 30

8

1月 19日 (火 )

13時～14時30分
大野公民館

平塚市高齢者よるず相談セン
ター倉田会

出張講座
保健
福祉
関係者

中止もし
くは延期

9

|

|

1月 26日 (火 )
14時～15時

ふじの郷
特別養護老人ホームふじの郷 出張講座

保健
福祉
関係者

中止もし
くは延期

10

2月 6日 (■ )
13時30分～15時
平塚栗原ホーム

平塚市成年後見利用支援セン
ター 親族後見大講習会・交流会

市民

|

|

|

3/9(火 )
に延期

1 1

|

2月 15日 (月 )

13時30分～15時30分

崇善公民館
|

平塚市成年後見利用支援セン
ター

権利擁護講演会「自分の今後
を考える～エンディングノートと
遺言を中心に～」

保健
福祉
関係者

高齢福祉
課委託事
業

中止

12

2月 18日 (木 )
14時～15時30分
西部福祉会館

平塚市高齢者よろず相談セン
ターあさひきた

出張講座 市民 延期

13

3月 1口 (月 )～
15日 (月 )

平塚市成年後見利用支援セン
ター

成年後見制度講座
(意思決定支援を考える～あなたの
考える『本人の意思』つて何?～②)

保健
福祉
関係者

39
YouTube
配信
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患「親族後見予習セミナー」のご案内
将来、ご親族の成年後見制度の利用を者えてしヽ・らっしゃる庖

のためのセミナーをF汗日きます。高齢になつて金銭管理に不安

がある方や、精神障がしヽ 。知的障がしヽのあるご家族の将来の

生活のために、成年後見制度の準備をしようと考えていらっ

しゃる方のセミナーです。

後見人の仕事や申立ての手続きについて学んでみませんか?

鱒Ⅷ 盛 籐

一票

　

翫

　

部

一　

筋

　

鍛

・

導

‐

擦

輩

幾

…

繊

求

機器 (縮  鶴 ・  器  メ機  器 Ⅲ 鶴  ・ 報  機  機  報  船  鶴  鶴 ヽ
 機

開催日程

資料①-4

日 B書 会 場 内 容 講 師

1回 目

10月 30日 色の

10Bき20/か
12Bき 20分

平塚市福祉会館

2階
第 2会議室

平塚市追分
1-43

・成年後見制度の概要

・成年後見制度の申
.し
立て・手続き

の方法

・財要書類の集めんや記入の仕方

・後見人の具体的な仕事内容

平塚市成年後

見利用支援セ

ンター

副センター長

社会福祉主

中田 栄三

2回目
11月 20日 ⑥

108き 20分W
120書 20分

※両国とも同じ内容です鐘 1回 目はご高齢の方、2回 目は知的障がい。精神障害がある方が制度を

利用するケースを想定した内容が含まれます。(任意後見制度の説明はありません)。

◆対  象  平塚市在住・在勤・往学の庖、または、平塚市在住の海のご親族

◆定  員  24名  申込み先着順 受付F汗弓始 :9月 18日 (金)より 参カロ費無料
※定員の都合でご参加いただけない方には、事務局よりご連絡させていただきます。連絡がない場合

は、当日、直接会場にお越 しください。

◆申込方法 電話、電子メール、裏面の申込用紙 (FAX用)でお申し込み
ください。

賛

<申 込み 間 合わせ先 >
一 … … 寝鞠麟

:Υ 鯉 線

(平塚後見センターよりそしヽ)1藝籍
:凛

:聾

1桜

考酵

平塚市成年後見利用支援センター

電 話 i0463-35-6175
FAXi0463-63-3377

報に
・

攀
靭

熱
,鶴

電子メール i se「nenkovken@hira+sukasvakvo.n9+, 蔭
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令和2年度  「親族後見ラ習セミナー」
申込用紙

申込先 :平塚後見センターよりそしヽ

FAX  0463-63-3377
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※成年後見人等は、ご本人の状況等に応 じて家庭裁判所が選任 します。親族が選任されるとは限りません。
また、この予習セミナーの受講が、将来、成年後見人等に選任されることをお約束するものではありません。

会場までのアクセス

平塚市福祉会館

住所 :平塚市追分1-43
2階 第 2会議窒

◎」R平塚馬尺から徒歩約 15分

◎バス (神奈川中央交通)

平塚悪尺北□

2番・7番 。¬O番乗り場より乗車
「横浜ゴム前」/ヾス停下車徒歩 2分

※健康と環境保護の為、なるべく

公共交通機関のご利用をお勧めいたします

参加希望日にOをつけて下さい 10/30(金) / 司呵/20(金 )
お名前

ご住所

電話番号

どなたの後見制度利用を検討されてい

ますか (該当箇所にOをつけて下さしヽ) 親 /子 /その他 ( )

平塚市に…

(該当箇所にOをつけて下さしヽ)
在住 /在勤 /在学 /
平塚市在住の海の親族 (市内在住を除く)

このセミナーを知ったのは… チラシ/広報ひらつか/その他 ( )

済

院

恭

病

浅間緑地
横浜
ゴム

中央

助

"套
苗

江,島
中学校 平塚市役所

崇善小学校

平塚八悩富

八幡山公園

追

分

交

瑳

点
駅

前

通

り

線

郵便局

前
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平塚市成年後見利用支援センター

(平塚後見センターよりそしヽ)

参加者27名 アンケート提出者27名 提出率10o%

※アンケート中に「ご本人」とあるのは、◆後後見制度を利用した場合、
被後見人・被保佐人・被補助人となり、後見人等の支援を受ける人のことです

◎ご本人とあなたのことをお尋ねします

(1) ご本人の年齢を教えてください
20歳未満 0人 0,0% 20歳代 1人 3.7% 30歳代 5人 18.5% 40歳代 6人 22.2%

50歳代 2人 7.5% 60歳代 0人 0.0% 70歳代 3人 11,1% 80歳代 9人 33.3%

未記入 1人 37%

(2) あなたの年齢を教えてください

20歳未満 0人 0.0% 20歳代 0人 0.0% 30歳代 0人 0,0% 40歳代 1人 3,70/0

50歳代 3人 11,1% 60歳代 5人 18.5% フ0歳代 11人 40,7% 80歳代 7人 26,0%

(3) ご本人とあなたの関係を荻えてください。ご本人の続柄を選択してください

1、 親 9人 33.4% 2、 子 10人 37.0% 3、 その他
:の
親族 9人 33.3%

1と2両方 に 〇をつ けた方 が いたため 、100%に ならない。

3、 その他の親族 (9) 配偶者4、 子 1、 きょうだい4

(4) ご本人に後見人等が財要な理由を教えてください

4、 その他 (4)  入暁中 2、 発達障害 1、 金銭感覚なし1

(5) 現在困つていることを教えてください (複数回笞可)

複数回答可のため、1000/6にならない

7、 その他 (6) 一人暮らしでサポート財要、生活全般に支援が跡要、一人で外出不可
読み書きが不得意、最近同居した、未記入、各 1

(6) 将来困るかもしれないことを教えてください(複数回笞可)

複数回答可のため、100%に ならない

7、 その他 (2) 健康・医療面 1、 土地家屋の処分 1

1、 失日的 障 が い 11人 40.7% 2、 精ネ申『章がい 1人 3.7% 3、 言思矢日症 7人 26.0%

4、 その 他 4人 14.8% 5、 今 は必要ないんヾ将 来雷忍知症 になるかもしれないから 4人 14.8%

1、 今 は 困つていない 14人 51,9% 2、 本人の生活費や入院費等の支払い 2人 7.4%

3、 施設やサービス利用等の契約 3人 11.1% 4、 公的な手続き 6人 22.2%

5、 通帳 や印鑑等の紛失 2人 7.4% 6、 詐欺被害 0人 O.0%

7、 その他 6人 22.2%

1、 自分が高齢等で本人に支援ができなくなること 17人 63.0% 2、 本人の生活費や入院等の支払い 5人 18.5%

3、 施設やサービス利用等の契約 5人 18.5。/。 4、 公的な手続き 10人 37.0%

5、 通帳や印鑑等の紛失 3人 11.1% 6、 詐欺被害 3人 刊1,1%

7、 その他 2人 7.4%
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(7) ご本人に後見人等が懲要になつた時、誰が後見人になることを老えていますか ?

1、 自分 8人 29.6% 2、 自分以外の親族 7人 25,9% 3、 第三者 4人 148%

4、 まだ決まっていない 7人 25,9% 未記入 3人 11.1%

1

2、 自命以外の親族 (7) 子 2、 妹 1、 未記入4  3、 第三者 (1) 法人後見 1

ヽ1

◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆  セミナーの内容についてお聞きします

(8) 本日のセミナーを、何で知りましたか

◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆

1

可、広報ひらつか 11人 40.7% 2、 チラシ 1人 3.7% 3、 タウンニュース 8人 29.6%

4、 講演会・説 明会等 0人 0,0% 5、 その他 4人 14.8% 未言己入 4人 14.8%

3と 5両方にOをつけた方がいたため、100銘にならない

5、 その他 (4)  民月協、包括、平障連、末記入 各 1

(9) 「成年後見制度の概要」について

(10) 「成年後見制度の申立て・手続きの方法」・「財要書類の集め方や記入の
方法」について

(11) 「後見人の具体的な仕事内容」について

1、 よくわかつた 8人 29.6% 2、 わかった 12人 44.5%13、 よくわからなかつた 1人 3,7%

未記入 6人 22.2%

(12)本 国のセミナーの感想や、◆後聞いてみたいこと等ありま したらご記入下さい

Oすごくたくさんの費重な資料をありがとうございました。以前も病暁で勉強会を開しヽて下さり、
継続して学べるので本当にありがたく思っております。
O知識を深められたことに感謝します∫ありがとうございました。
O制度がはじまってからの変化も|も

~、

くめて利用しやすくなつた気がしましたが、あとは本当に本人
によりそった後見ができるか、してもらえるかまだまだ悩ましいところです。
O大変難しさを感じました。 (制度等)
○聞きとり易い声、言葉でよかつた。実際制度を利用している率はどれくらいか。自分なりにもっ
ともっと資料で勉強しなければと思った。
O成年後見人制度についての間い合わせが増えてきています。本国の内容を地区民児協で伝えたい
と′冒、います。
O家族信託制度について

1、 よくわかった 8人 29.6% 2、 わかつた 11人 40.8% 3、 よくわからなかつた 2人 7.4%

未記入 6人 22.2%

可、よくわかつた 6人 22.2% 2、 わからた1 8人 29.6%13、 よくわからなかつた 6人 22.2%

未記入 7人 26.0%



娃|―韻幾に慮踵iな意伊に―選,踵イ厨罐・嬢:磯唾踵・麹―絢

´

「親族後見人」

講習会‐交流会のお知らせ
,ぃ日―“―れ占B菫“苗鶴中“歯と颯田と口働苗白い出‐H日 BJ‐ B四彎B‐ LHL幽確田い““―担鳴鳴Ⅲ

ご親族の後見人等を担つている親族後見人として、「事件番号つて何 !?」、

F裁量ってどういうこと!?Jと感じたことはありませんか?
相続や主主也の売棗等、法律や専F母的矢B識が隊要となつた時、相談する先は

ありますか?
成年後見人として経験豊かな弁護士が、後見事務や後見人の仕事について、

事例を通して鉛り易く説日月します。

また交流会で、後見人としての悩みやそれぞれの想いを語り含いましょう。
′

｀
‐ れ 工 磯 れ 由 由 と ぃ 工

“
缶 轟 工 i―h観 れ ロ エ エ エ

"工
曲 i工 碑 議 I臼

“
i爾 言 爾 エ エ 硼 エ エ _ふ 硼 綺 工 ∴ 臓 嗣

"'f3月 9日 (火)
◆日 時 令不日3年       13:3o～ 1 5iOOl嵩又付13iOO～ )

◆場 所 菓原ホーム 3階 大会議室  平塚市立野町31二 20

◆講 習 「成年後見人としての苦労」 講師 大森 淳 弁護士
※講習会の後、交流会を開催します。

◆対象者  ①親族の後見人等を担つてしヽる、平塚市在住・在勤の方
②平塚市在住のご本人 (被後見人、被保佐人、被補助人)の
親族後見人の方

◆定 員  20侶  先着順 受付 P汗目安台12月 21日 (月 )より 参加費無料

◆申し込み  電話・電子メ■ル・FAX(裏面の申込用紙)で、お申込みください。1

電話の受付時間は、平日午前 9時から午後 5時までです。
なお、年末年始 (12/29から 1/3)はて閉所日のため電話による申し込みはできません。
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令和2年度「親族後見人」講習会・交流会
参加申込用紙

申込先 :平塚後見センターよりそしヽ

FAX 0463-63-3377
<受付開始 令和2年 呵2月 21日 (月 )より>

現在、どなたの後見人ですか? 親 / 子 / その他 ( )

選任状況 成年後見人 /保佐人 / ネ甫ロカ人

お名前

ご住所

電話番号

平塚 市 に… 皓亥当箇所にOをつけて下さしつ 在住 /在勤 /本人が平塚市在住

この講演会 ,交流会を知ったのは' チラシ/広報ひらつか/その他 ( )

※後見人等として、日頃お困りのこと卸 ロロに思っていること、当日質問うたいことがございましたらご記入下さい。

◇財産管理に関すること

◇島上監護に関すること

◇その他

会場までのアクセス

平塚栗原ホーム

住所 :平塚市立野町31-20

平塚栗原ホーム3,皆

∝ R平國駅から徒歩約 17分
◎パス (神奈川中央交通)
平塚釈】ヒロ

2番・7番・8番 。10番乗り場より
約7ノ刀
ヽ
乗車、「追分」ノヾス停下車徒歩2分

※「追分」バス停は2か所あります。
ご注意ください。

迫ル畝停

潟彰呟停

果 原 ホ ー ム

.算4輩
級 __

信用金庫
=ュ

市分庁含 (》

憂頃フ
共済篇E

イ黒 幽 ね +止 華 務 F′f
(f界 歯
「
ォ )

健康と,職駒凩護の為、なるべく公共交通機関のご利用をお勧めいたします。



資料②一司
平塚市における市民後見人養成の状況 (令和3年 2月 末日現在 )

第一期
(H24年度～)

第二期
(H25年度～)

第三期
(H26年度～)

第四期
(H27年度～)

第五期
(H29年度～)

第六期 (H30年度～)
権利擁腫人材育成講座として
開催

(1)応募資格

(2)定員

説明会日程

(3) 会場

(5)

研修日
程

(6)修了判定

1
広報

基 参加者数

(4)
申込/
受E森決定

研

修

平塚市に在住で、基礎研修受講年度の3月 31日現在で満25歳以上の方(年齢上限無し) 市内在住・在動・在学の18角以上 の方

25名 15名 定員なし 12日 、15日 1よ各50名 、1,日 は ,6名

12月 15日 (■ )午後

12月 18日 (火 )夜

11月 5日 (火 )夜

11月 II日 (月 )午後

11月 12日 (水 )夜

11月 15日 (■ )午後

11月 4日 (水 )夜

11月 10日 (火 )午後

5月 13日 (土 )午前

5月 17日 (水 )午後

8月 4日 (上 )午後

8月 27日 (月 )午後

9月 12日 (■ )午前、15日
(火 )午後、17日 (本 )午後

県平塚保健福祉事務所  | 県平塚合同庁舎 平塚市役所

説明会に出 ていること

平塚栗原ホーム/平塚市役所

の出席も可。※第二期については、同時期に開催している県央

市広報 11月 16日号 市広報 10月 18日 号 市広報 10月 17日丹 市広報10月 2日号 市広報4月 ,日 号 市広報0月 16日 号 市広韓,月 1,日 ,、 歩ウンニュース,月 20日 Ⅲ

36名 20名 31名 7名 9名 40名 19名

14名 /14名 14名 /14名 15/15名 6名 /6名 4名 /4名 14名 /14名 12名 /12名

全4日 間の日

程を、2月 2

日、9日 、16

日、23日 の上

曜日に開催。

平塚保健
福祉事務所

全4日 間の日

程を、1月 18
日(月 )、 26
日(火 )、 2月
9日 (火 )、 23

日(火 )の平
国に開催。

平塚栗原ホーム

全4日間の国
程を、1月・2月
の土曜日に開

全4日間の日
程を、1月・2月
の平口に開

催̈,……………………
第1日 ～第3日 は、一日単位て'、 他の地

域の講座を振り替え受騰可。 ※半日単
位等、日を分全lした畳騰不可。第4日

は、「事例検奮f」実施のため、平塚市て

受講しなければならない(他地域騰座を

振り替え受講不可 )。

全4日 間の日程
を、7月 25日

(火 )、 8月 2日

(水 )、 24日

(木 )、 31日 (木 )
の平日に開催。

第Ⅲ2日 →申奈川県社会悟
祉会館.第 3・ 4日 :平塚市役

全4日間の日程を、10月
6日 (上 )、 26日 (金 )、 11

月10日 (■ )、 28日 (水 )
に開催 6
必修科目を含め、75'6以上
(員講時間数)の出席により
修了認定。また、指定する
関連諸座等(県社協の基礎
研修を含む)の受講を振替
受講と認めた。

第1'3日 :平塚栗原ホー小、
第2・ 4日 :平塚市役所

全4日―間の日程を、10月
31日 (上 )、 11月 12日

(木 )、 21日 (■ )、 26日

(本〉に開催,.………………
必修科目を合め、75'`以 上
(愛船時間数)の出席により
修7認定。また、指定する
関連E歯塵等 (ビデォ視聴を
合む)の受講を振督受E書と
認めた。

平塚栗原本―ム

11名修7認定
3名不認定

13名修7認定
名ヽ不認定

14名修了認定
1名 不認定

6名 全員修了認定 4名全員修了認定
12名修了認定
2名不認定

5名体7認定
7名は年度をまたいで修了
認定予定

|

2

実
践

研
修

|

(1)
申込/
受講決定

10名 /10名 13名 /13名 13名 /13名 6名 /6名 4名 /4名 4名 /4名

(2)

研修日程

10月 3日 (本

曜)～ 12月 19

日(木曜)まで
の7日間

10月 7日 (火

曜)～ 12月 11

日(木曜)まで
の8日間

17月 16口 (木

曜)～ 11月 5日

(木曜)までの
9日間

7月 19日 (火

曜)～ 11月 2日

(水曜)までの
9日間

9月 27日 (水曜)～
12月 7日 (木曜)ま
での9日間

6月 11口 (火曜)～ 1月 29
日(水曜)までの6日間

平塚栗原ホーム、平塚
市役所、横浜家庭裁判
所 (4ヽ日原支部 )

会場

平塚果原ホー
ム、横浜家庭裁
判所、かながわ
県民センター

平塚菜原ホーム、平
嫁市保12センタと、横
″i家底穀判所、かな
がわ県員センター

平塚果原ホー
ム、平塚市保健
センター、横浜
家庭裁判所

平塚市保健セン

ター、平塚果原
ホーム、横浜家
庭裁判所

平塚栗原ホーム、平
塚市役所、茅ヶ崎市
社会福祉協議会、横
浜家庭裁判所

修了判
定

(3)
10名 中10名

修了認定

13名 中13名

修了認定

19名 中11名

修 7認定
6名 中S名 体 T認定 4名全員修了認定 4名全員修了認定

３
　
後

見
サ
ポ
ー

タ
ー

(1)
申込及び
採用者

,名 申込:,名 採用
(0名 退職,

12名 申込JO名
探用 (3名退職 )

8名 申込:8名 採
用(2名退職)

5名 申込〔5名 採用 4名申込:3名採用 2名 申込:2名採用

②

．

サ
ポ
ー

タ
ー

活
動
の
状
況

け

づ

況

支援員
活動

平塚市市民後見人養成講座(実践研修)を修7された方の申し込みに基づき、選考
3z盈選殷更整t亮星均醜発0写奇鉛者る法人後見事業の後見活動支援員(以下、「後見サポーター」という)として、後見活J

付、第二期を27年 8月 1日 付、第二期を28年 8月 1日付、第四期を29年 3月 1日 付、第五期を30年 8月 十日付、第本期を令和2年 10
月1日付で採用。

後見サポーターは、修了された方2人 1組で、ケースを担当。この場合、あらかじめ、主担当と副担当を決めておく。担当ケ=ス
は、法人後見事業で受任している成年被後見入等の人数やその方々の支援内容等に応し、個別に判断。したがつて、後見サ
ポーターとしての活動の申し込みされた方全員が、同時に、後見,舌動に従事し始めるのではなく、順次、活動。通常の活動は、
2人組で従事。急を要する場合には、主担当が単独で対応。ただし、主担当の都合がつかない場合など、やむを得ないときは、
冨l担当が単独で対応もありうる。後見サポーターとしての後見活動は、通常(月に1～ 2回の従事を想定。1回あたりの活動
は、①活動枷の準備・IT合せ等、②後見活動(移動)、 ③

'舌

動後の書類作成・報告等をふくめ、おおむね3時間程度。
また、担当するケースヘの従事以外に、後見サポーター全員による情報交換と研修等を目的とした「全体会」を2か月に1回開
催(偶数月の第一土曜日の年前)。

第一期:現員2名 中2名が成年後見人等選任(過去に選任された3ケースすべて被後見人死亡により終了)。
第二期:現員7名 中4名 が成年後見人等選任。2名がサポーター活動中。
第二期:現員6名 中2名が成年後見人等選任(1ケース被保佐人死亡により終了)。 3名がサポーター活動中。
第四期!現員5名全員がサポーター活動中。
第二期:現員o名全員がサポーター活動中。
第六期i現員2名。
以上、六期までの現員25名中9名 が選任 (うち4ケース終了)、 13名がサポーター活動中。現在、コロナウイルス感染症に伴う緊
急事態宜言等により、施設訪間については、活動制限中。



資料②-2

令和2年度 平塚市権利擁護人材育成講座 B市民後見人養成講座 (基礎研修)開催日程 (実僚)

日 程
(日時・場所)

時 刻 タイトル
時間
(分 )

講師 備 考
(開始)(終 了) 科目

第1日

10月 31日

(土 )

平塚
栗原ホーム

3階大会議室

第2日

11月 12日

(木 )

平塚

栗原ホーム

3階大会議室

9:00

|

I

|

|

9: 5 開講式

対象者の理解 (矢日的障がいのあるこ
との理解 )

15
開場・受付開始
8時 40/夕 ]｀

9:15

11:20

12:20

11115 120 田中社会福祉士
休憩を含む。

O

12:20
ライフステージと社会保障・福祉制度
(前半 )

昼休憩

60
副センター長 中田社会
福祉士

○

13:00 40

13:00 14:00
ライフステージと社会保障・福祉制度
(後半)

60
副センター長 中田社会
福祉士

O

1 4: 0 1 6: 1 0
対象者の理解 (精神障がいのあるこ
との理解 )

120 鈴木社会福祉士 ○

16:15 16:45
権利擁護制度論② (前半)日常生活
自立支援事業

30 平塚市社協職員 ○

9 1 0: 1 5 認知症サポーター養成講座 60 平塚市社協職員

開場・受付開始
9時00分

休憩を含む。

10:20 11:20

11:55

関連制度①(保険年金)

関連制度②(生活保護)

60
平塚市役所
保険年金課職員

11:25 30
平塚市役所
生活福祉課職員

11:55 12:40 昼休憩 45

12:40 14:40

14:50 16:50

民法 120 センタニ長大森弁護士
休憩を含む。

支援制度・施策①(障がい) 120
平塚市役所
障がい福祉課職員

休憩を含む。

○
第3日

11月 21日

(上 )

平塚

栗原ホーム

3階大会議室

第 4日

11月 26日

(木 )

平塚

栗原ホーム

3階大会議室

9:15 11:15
対象者の理解 (認知症のあることの
理解 )

120 小野田社会福祉士
開場 '受付開始
9時00分

休憩を含む。

11:20 11:50
権利擁護制度論② (後半)市町村責
任,利用支援事業

30
平塚市役所
福祉総務課職員

○

11:50 12i30 昼休憩 40

○12i30 15:30

15:40 16:40

16:40 16:50

権利擁護制度論① (法定後見・任意
後見)

180 センター長大森弁護士
休憩を含む。

権利擁護(市民後見)概論① 60
副センター長 中田社会
福祉士

O

オリエンテーション 10 平塚市社協職員

9:15 10:45 支援制度・施策②(高齢・介護) 90
平塚市役所
高齢福祉課/介護保険
課職員

開場 a受付開始
9時00分

10i50 11:20 関連制度③(税 ) 30
平塚市役所
市民税課職員

11:25 12:25 社会資源

昼休憩

60 平塚市社協職員

12:25 13:10 45

13:10 16:40 権利擁護(成年後見)の実務① 210 浅沼司法審士
休憩を含む。

16:40 16:50 オリエンテーション 10 平塚市社協職員



資料③-1
令奉日3 平 成年後 利用支 センター事業計画 (案 )

1-3月

土曜開所偶数月の第一土曜日(4/3,6/5,8/7,10/2,12/4,2/5)の午前・午後 奇数月の第三土曜日(5/15,7/17,9/18,11/20,1/15,3/19)の年前

| の 、次年度以降に向けた準備

成年後見制度講座の開催 (偶数月に年 6 回程度開催 ) 申立手続説明会の開催 (奇数月に年6回開催 ) 支援者のための申立手続講座 (年3回 (6、 10、 2月 ))
親族後見予習セミナー (高齢 障がしヽ各 1 回 ) 親族後見人講習会 父 流会 (年 1 回 )

研修会 出張講座の 開催 (保健福祉関係者向け研修会 地域 企業等での出張講座。月 1 2 回開催
障がしヽ分野 及び任意後見に関する研修・講座開催の充実強化 ) 回 齢者権利擁護講演会の開催

の I

予

ツ
ツ ワ A

の ・3月 )

の ( 1 ・ 6 第二者後見人研修交流会開催

ケース検討調整会議 (中核機関移行後、奇数月に開催予定)

「平塚市応急事務管理事業」の受託 (全体会議 :年 1回 ,個別ケース会議 :随時)

専 F月 相 談  (概ね月2回 )

(再掲)土曜開所偶数月の第一土曜日(4/3,6/5,3/7,10/2,12/4,2/5)の年前・午後 奇数月の第三土曜日(5/15,7/17,9/18,11/20,1/15,3/19)の午前

個人受任した市民後見人の活動支援

へ の 同 日 3/7 10/2 12/ 2/

市民後見人・後見 フオローアップ研修(第1回 ) 市 後見 フォロー (第 2回 )

(6～ 9月・予定)

10-12月7-9月4-6月

セ

ン

タ
I

運
営
全
般

相
談

市
民
後
見
人

養
成

支
援



資料③-2

1 中核機関への移行
(可 )中核機関移行の骨子

現行の「平塚市成年後見利用支援センター」を成年後見制度利用促進基本計画 (平成 29年 3

月決定)における「中核機関」に移行する。移行時期は、令和 3年度中とする。

(2)移行する「中核機関」の機能

① 移行時の機能
従来のセンターの機能 (広報機能。本目談機能)に加え、利用支援機能のうち「申立支援」機能、

後見活動支援機能を担う。

② 利用支援機能のうち「受任調整」機能については、移行後、拡充を検討する。

2 具体的事業計画
(1)運営全般

① 土曜開所の継続
平成 26年 9月 の「平塚市成年後見利用支援センター」開設時から実施している定期の土曜開

所を引き続き実施。

土曜開所

偶数月の第一土曜日 (4/3,6/5,8/7,10/2,12/4,2/5)の 年前 。午後

奇数月の第二土曜日 (5/15,7/17,9/18,■ /20,1/15,3/19)の年前

② 従事者の専門性の確保 。強化
「中核機関」の業務を担うには、成年後見制度利用支援に関する法的知識、福祉的知識及び相

談援助の技術を有することが求められることから、従事者は、これら専門的な知識及び技術を有

し、かつ権利擁護に携わる姿勢のある者とする。また、現任者の業務対応力向上のため、継続的

に研修参加等する。

③ 協議会等
中核機関は、平塚市が設置する「成年後見制度利用促進協議会」の調査審議を受ける。

中核機関の運営については、成年後見利用支援センターに置く「企画運営会議」(現 :受任調整・

企画運営会議)において助言を得る (年 6回・偶数月)。

餓「ケース検討調整会議」を置き、個別ケースの支援方針の検討、後見人等選任後の評価を実

桁 ォ ス r当 面 肘  市 阜 由 寺 f頭 誇 メォ_ ス 歩 由 ′ド、> キ ス  汲
`山
k玄題 閣 芸夕各 恣́打十  れ 6 F田¬日=1庁弔 牢お



(2)広報機能及び相談機能
「成年後見制度講座」を開催する (年 6回程度 。偶数月)。

⑤庁期的に 「申立 手締諦 Π月会 | 茂開催する (年 6回・奇教月)ハ

⑤ 「支援者のための申ユ 手締講座 I る (年 3回 6・ 10。 2月 )ハ

令和 2年度から開催の「親族後見予習セミナー」を開催 (高齢 。障がい各 1回 )。

(3)利用支援機能

①  「申立支援」機能
⑫ (再掲)定期的に「申立手続説明会 Iを開催する (年 6回、ただし事前予約制。)a

② 市長申立てにおけるケース支援
市長申立要請において、相談初期から「本人面会」を実施する。「ケース検討調整会議」におい

て支援の要否・支援の方向性について判断を得る。市長申立となったケースについては、中核機

関が継続して関わる (必要に応じて「チーム支援」)。 また、定期的にケースの評価 (モニタリン

グ)を実施する。

③ 後見活動支援機能
平成 30年度から実施している「第二者後見人研修交流会」を開催 (年 1回 )。

令和 2年度から開催の「親族後見人講習会・交流会」を開催 (年 1回 )。

④ 地域連携機能
「成年後見支援ネットワーク連絡会」を開催 (年 2回)。

⑤ 市民後見人養成
市民後見人養成については、従来実施している「権利!ノ薙護人材育成講座・市民後見人養成講座」

を引き続き開講 (令和 3年度は、「実践研修」の開講年度)と

講座修了後の「後見サポーター (後見支援員)」 及び選任された「市民後見人」の支援を引き続

き担う。支援の一環として、「後見サポーター全体会」を定期に開催 (偶数月の第 1土曜の年前)

し、「市民後見人・後見サポーターフォローアップ研修」を随時開催 (年 2回 )。

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

成年後見制度講座 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

申立手続説明会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ⑤

支援者のための申立手続講座 ◎ ◎ ◎

親族後見予習セミナー ◎ ◎

親族後見人講習会・交流会 ◎

第二者後見人研修交流会 ◎



成年後見制度利用促進の平塚市の取り組み

資料 イ

※成年後見調整会議

平塚市では、毎月「成年後見調整会議」を開催 しています。この会議では、成年後

見制度における①市長審判請求及び②報酬助成について、協議・検討をしています。

担当者個人の判断ではなく、成年後見制度に関わる担当課 (福祉総務課、高齢福祉

課、障がい福祉課、生活福祉課)及び成年後見利用支援センターで構成されたメンバ

ーで、今後の支援が適切に行われるように検討しています。

①平塚市市長申立について

平塚市市長審判請求実施要綱に基づき、申し立てを行う者がいない方に対し、平塚

市長が申し立てを行つている。

平塚市のおける成年後見制度市長審判請求の流れ

(1)養成者が「成年後見制度における市長審判請求要請書」に記入

(2)要請者が平塚市成年後見利用支援センターに相談

(3)平塚市担当課に要請書を提出 (担当課は、概ね 2か月以内を目途に親族調査や意向確

認を行う)

(4)成年後見調整会議において、総合的に考察し、市長審判請求の可否を決定

(5)担当課において市長申立て事務を行 う

(6)後見等開始審判決定後、成年後見人等べ事案引継ぎを行 う

<申 し立て件数の経過>令和2年 4月 1日～令和 3年 3月 12日 まで

担当課 高齢福祉課 障がい福祉課 計

件数 12 4 16

参考 :市長申立件数

区 分 認知症高齢者 知的障害者 精神障害者 計

2015年度 15 0 1 16

2016年度 14 3 0 17

2017年度 19 1 2 22

2018年度 13 O 1 14

2019年度 19 1 6 26



②報酬助成について

平塚市成年後見制度利用支援事業実施要綱に基づき、助成を受けなければ報酬の支払いが

困難であると認められる場合に助成を行つている。

市における利用支援事業実施の

(1)助成対象者が担当課に中請をする
(2)成年後見調整会議において、総合的に考察し、助成の可否及び額を決定
(3)担碧課において決定内容に応じた事務を行 う

<報酬助成件数の経過>令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 12日 まで

担当課 高齢福祉課 障がい福祉課 計

件数 14 2 16

参者 :後見報酬‖助成実績 (単位 :件 )

年  度 65歳以上 65歳未満 計

2015年 度 4 ¬ 5
2016年 度 6 2 8
2017年 度 18 1 19
2018年 度 22 2 24
2019年 度 21 2 23



参考資料

成年後見制度利用促進と市町村の責任

平成 28年 4月
「利用促進法」

成年後見制度の利用促進に関する法律 (以下、
という。)が公布。同年 5月 、施行。

(目 的)  ―

第 1条 この法律は、認知症、知的障害その他の 卜の障害があるこ >に よ り

財産の管理又は日常生活等に支障がある者を社会全体で支え合 うことが、高齢社

会における喫緊の課題であり、かつ、共生社会の実現に資すること及び成年後見

制度がこれらの者を支える重要な手段であるにもかかわらず十分に利用されてい

ないことに鑑み、成年後見制度の利用の促進について、その基本理念を定め、国

の責務等を明らかにし、及び基本方針その他の基本となる事項を定めること等に

より、成年後見制度の利用の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するこ

とを目的とする。

成
進
促
推
用
を鶴盪晃猛宅4」早岳場考ヱヽ3袴今現
進計画」を策定

かつ計画的な
年後見制度利

<利用促進法第 14条第 1項 >
市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の

区域における成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的

よう努めるとともに、成年後見等実施機関の設立等に係

る支援その他の必要な措置を請ずるよう努めるものとする。

★平塚市では、平成 31年 3月 に平塚市地域福祉リーディングプランを策定
し、「第 1期平塚市成年後見制度利用促進計画」も合めて 5つ の計画を一体的
に策定しています。

2



威年後見制度和1用提進基本計画の工程表

施策の進拶状況についてtよ、随時、国において軽盤・評価し、必要な対体を検討する。
※基本計爾の中β酎奉蔭である平成31年度において憲、善施策の進捗状況書

'占

まえ、種翔Iの器題の強軽 ,様討を行う。

厚生労働省社会援護局地域福祉課成年後見制度利用促進室 「成年後見制度利用促進にお
ける中核機関の整備と市町村計画策定の推進」より抜粋

3

←為
＼ /
厚生熔 l霞な省

中 核 機 関 等 の 整 ■「爾の 書避逢 IEI Bい て

令 琴El元年 S用 27園
‡止会  ・ =義護 局 威 年 後 見 衛lJ度奉lJ用イ足進 笙

4

29年度 30年度 ■1年度 ※ さ芝年度 携 年度

I 制度の周知 ′ヽンフレット、 ターなどによる制度周妄a

H 市町村計画の策定 定慟きんЧす、策定状況のフォローアップ

暉

利用者がメリットを実態できる神I度の運用
・遭切な後見人等の選任のための機計の
提進
・診断書の在り方等の検討
・高齢省と障害者の特性に応した驚慈決定
支撰の在り方についての指針の策定等の
検討、成果の共有等

新たな運用等の開始、運用状況の
フオロ
ーエアツプ

こつ い

V

地域連携ネットワークづくり
・市綴〕村による中核機関の設置
`地域連携ネットワークの整備に向けた取
組の推進

ネットワークの整備

地域連携ネット

V

不正防止の撤慮と利用しやすきの 3場和
・金融機関における畷貯金等管理に係る自
圭的な取組のための検森ヽ十の促進等
・取組の検討状況等を鯵まえたより効率的
な不工防走の在り方の検討

ワ

正

VX 成年被後見人等の臨療
・介議等に保る意

恩決定が鑽難な人への支す撮等の検討
多をとなる考え方の周知、活用状況
1 -  を踏まえた改善

Ⅵ r
成年被後見入等の機率,制限の措置の見直
し

以下、抜粋した資料です。



ワ■クと OtⅢ

●実務的には、協議会の設置と、地域連携ネットワークの中核となる機関の指定等

“権瀞i擁護のセーフテイネット
″

企阻恐′,地域tiおいてt〉成年後見制度の不電用が必要な人が制度を串!,1とできるよう、各地域において、

権利縫護文嬢の地域連擁ネットワークを構鍵する予

民F露尋団体・ 地域包播支援

社会福祉協議会

等 |

1医療・福祉関係爾体

民生委員・自
金融関係国体 地域関係団体

X継基金・

“

サーム・
渉確`柄社の尊μ,littl,野体や、■1渉 .続れは、ほ壌、地域て,鏡灘等の関係機関が述燐体制を機Ft'るたす力『

)今乗η、

本 1ヽ(韓透な統旗、縦社il夕【鞭・地域等のl獅韓露と後鬼人が'籍柱なつて露常働tと本入♂〉鬼中学や蹴愁や裁泌韓をf雑繊lドJ(工把母ぅ

1点 目 汗チームJについて
● 必ずしも一から作る必要|よ無く、案際に|よ .ケアマネジャーや相談支援専閣員等が作つ

ている既存の子―ムに後見人が参加するケースも少なくないと考えられる。

欄別の潔題に
応して

俗別の課態に
応じて

内容 :本人に身近な親族強福祉n藤療、地域等の関係者と後見人がチームとなつて回常
―
的t韓本人を見守

盟、本人の意恩や状況を継続的|こ把機し必要な対庁みを行う仕組み

メンパー伊l:ケアマネジャー、相談支援専門員、隻透保護ケースワーカー、保健師、精神保健福祉士、入

所先社会福祉施設、入院先露療機関Ⅲ認知症初難集中支援チーム、認女観盛疾患医療センター、介

護サービス事業所、い章寄福祉サービス事業所、訪問看護ステーシヨン、

家族▼親族、農生委員.金融機関、市町村憲風Ⅲ暮関職、建築素者、旅行業者等
エリア:日常生澄田域など

ケアマ卒ジャー 家族、親族

民生委負
サービス

金融機関
霧療機関

建築察警

旅行業者

球族、続族4豊談支援尊陶員

農生委負、
障審篠祉
サービス

金轟生機関
医療機鶉

逮集察若

旅行案者



2点 目 「協議会」について
● 地域ケ7会議や障審者自立支援協議会など、他の福祉部Plの協議会等の権利擁護版であり、新た
に一から構築する必要は必ずしもない。
● 例えば、各地域において取組が進められてきた地域包播ケアシステム関係機関等のネットヮークや
障害者自立支援協議会のネットワークの一部に、まず連携が必要な家庭裁判所や法律専門職団体等

.甲φt急?葺鑽奪懇森廷議結と醤錘藁峰崩、「彦員の見える関係」を構築すること。
イメージ

越
,..―

1 弁議士会,爾法書士会 |:  '社妻軽祉士金等

!  民おこ1口I体 ,NPO等   !

!1中核機関
(菊

“

tヽ14“翼lよ委五七)

協議会

霞職・権松関係団体

|ヽ|  !|― |

民生委員,自造会等

基幹地域色活支援センター

難草吾警目立支援協鍛後

: 事

“

伴閥韓4tl :.… 1容福|14会

内容 :後見等開始の前後を問わず、「チームどに対し法律・福祉の尊Fヨ織団体や関係機関が必
要な支援を行えるよう、各地域において、尊F14畿団体や関係機関が連携体制を強化し、
各尊F辱職団体や各関係機関が自発的に協力する体制作りを進める合議体

メンバー例 :上記の絵1ま―例。地域の事1育を踏まえ透宜選定(例摘工会や警察など)
エリア:自治体囲域～広域圏域

※ 協議会の設置検討フI喜…1よ、r学核機関の手g賭 ,P。 2に鶴ていまする

3点 目 「中核機関Jについて
0中 核機関とは、「地域違撓ネットヮークの中核≧なる機閣」であり、地域連携ネットワーク
が、地域の権奉tl擁護 (以下の4つの機能)を果たすように主導する役割。また 尊ゝ静為職に
よる専関的助葺等の支援を確保する。

【4つの機能】③広報、②相1談、③制度利用提進(曼任者調整(マッチング)、 機い手の育成声活動の
縄進)、 ①後見人支援

● 協議会の事務局

じて柔軟に整備してしヽただく観点から、具体的な要件 |ま療い。
(いわゆるハコモノ新設で1まない。)
◎「全国どこに住んでいても権不ll擁護支援が届くような体制を整えることの観点から、
まずは一刻も早く中核機関等の体制整備が急務
「小さく生んで大きく育てる」という考え方。「広報と「相談」が優免すべき

◎ 地域に応

機育ヒ。
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申核機関の設置検討について

¬ 時期及び設置形態、運営体制
(1)時期
令和 3年度中

(2)設置形態
一部受託、一部行政直営

(3)運営体制
平塚市成年後見制度利用促進協議会において調査審議

2 具体的機能
(1)広報機能 (委託 )
① 多様な場面での出張講座開催や啓発活動
⇒ 「成年後見制度講座」及び 「成年後見申立手続説明会Jを定期開催

② 広域・県域での連携した実施についても検討

(2)相談機能 (委託)
① 窓口相談の充実、出張相談等地域での相談機会の拡充
② 中核機関の設置根拠や職員の位置づけを対外的に説明可能な仕組みの整備が必要
(守秘義務、中核機関職員としての証明書の発行等)

(3)利用促進機能
① 成年後見制度の申立てに関する研修等の開催 (委託 )
⇒ 福祉等関係者向けの 「支援者のための申立手続講座」を定期開催
市長申立て事務 (一部委託を検討 )

関係機関との連絡調整による受任調整機能の検討 (今後委託も検討 )

⇒ 「ケー ス検討諦
‐
占会議 Iを置 き、個 別 ケー スの支援方針の検討、後見人等選任の

評価を実施する (当 面は、市長申立て要請ケースを中

は年 6回・奇数月)。

(4)後見人支援機能 (委託 )
① チーム支援
② 親族後見に向け研修開催等による後見人等への支援の拡充
⇒  「親族後見予習セミナーJ及び「親族後見人講習会・交流会Jの開催

②

③



(5)そ の他

権利擁護の観点からは、「任意後見」や私的契約としての「財産管理契約」に関する問

題についても検討が必要

3 設置に向けた課題整理 H準備
(1)規程等ル‐ルについて
① 中核機関の設置根拠として「規則」または「条例」制定が求められる。
→ 職景等の守秘義務について規定する。
②  「本目談機能」や「後見人支援機能」については、あらかじめ、相談者や親族後見
人に対し、何をどこまで支援。関わりをもち、関わりをもたないのかといったルー

ルについて明確にする必要がある。

(2)従事する人材の養成 。確保について          `
① 中核機関の機能を担う人材に求められる知識・経験等を整理し、サービスを提供
する上での質を確保するため、資格要件として、「成年後見・権利擁護に関する実務

経験が〇年以上の者」、「社会福祉士・精神保健福祉士の資格を有する者」等の一定

の割合以上の配置を規定する。            1
⇒ 令和 3年度予定

(3)予算等必要経費について
財源の確イ呆にういて、市財政部門との調整を行つていく必要がある。

(4)機能の広域実施や広域連携にういて

す
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中核機関の設置に向けた課題整理・準備について

1 全般的な規程等について

(1)組織の設置等ルールについて

中核機関の設置根拠や職員 (従事者)の位置づけを対外的に説明可能な仕組みの整

飽が必要 (守秘義務、中核機関職員 (従事者)と しての証明書の発行等 )。

→ 中核機関の設置根拠として 「規則」または 「条例」制定が求められる。職員等

業務従事者の守秘義務について規定する必要がある。

(2) 支援における関わりのルールについて
「相談機能」や 「後見人支援機能」については、あらかじめ、相談者や親族後見人

に対 し、何をどこまで支援 。関わりをもち、関わりをもたないのかといつたルールに

ついて明確にする必要がある。

→ ①情報提供のような一般相談の場合と、②後見人支援のような具体的内容にわ

たる場合のような、内容による差異の考慮も必要。特に、②後見人支援の場合、

支援対象が、「本人が平塚市在住を条件」とするなど明確化が必要 (例えば、親族

後見人が平塚市在住であつても、ご本人が他市町村在住の場合は、直接の支援姑

象とはならない)。

また、同一のケース (ご本人が同一)である場合は、親族等関係者の意見・意

向が大きく異なつていたり、対立したりしているような場合の対応のガイ ドライ

ンも必要。

さらに、上記②の後見人支援の場合、当該ケースの具体的な経緯・背景等の情

報が提供 。共有されなければ、真に必要な支援を吟味できないので、これら情報

の提供・共有のルール化が必要。

2 個別の機能に応じた要整理課題

(1)一般相談

① 相談に際してのルールの明確化 (文書化 )

② 相談として応じる内容について
・権利擁護の要素が含まれていること、又は、成年後見制度に関するものであるこ

と。

・相談者自身の遺言 。相続のみの相談は、対象外とする (他の法律相談等を木安内)。

この場合、任意後見契約と同時に「遺言」や 「死後事務」等を組み合わせた相談



には、応 じるという整理で差し支えないか ?

↑ 法的な観点での助言でき、確認するシステムの整備が必要。

(2)申立支援

① 申立支援に際してのルールの明確化 (文書化)
② 戸籍・住民票“ないこと証日月の取得のルールの整理

③ 申立支援については、相談者。申立人予定者からの申込に基づき、支援が開始さ
れることが通常。ただし、中核機関が本人に後見開始の必要性が高いと判断してい

るものの、相談者・申立人予定者が申立てをしない場合の対処 (行政への情報提供、

市長申立の判断材料とすることなど)については、要検討。

④ 申立支援に関しては、支援の内容・程度にもよるが、実費等の取り扱いについて
明確化する必要がある。 ´
⑤ 申立代理や申立書作成が有償でなされている中で、中核機関における支援として
実施する「申立支援」の性質と限界について整理が必要 (具体的には、規程やガイ

ドラインの作成)。 申立権が、「本人・親族 !市町村長」に認められている中で、本|

人申立や親族申立を「支援」する意味∫必要性を再確認する必要がある。

(3)受任調整

① 中核機関が受任調整を行うにあたらて、公正性・中立性を担保したルールの確立

② 「ケィス検討調整会議」において、個別ケースの支援方針の検討、後見人等選任
後の評価を実施 (当 面は、市長申立て要請ケースを中心)することを予定している
が、公正性 。中立性確保の観点から、委員構成についても検討が必要。

(4)後見人支援

後見人に不適正行為があった場合の対処のルール

(後見活動支援 )。 ⑥ (不適正行為)については、② (申立支援)の前提として、後

見人等選任後は「活動支援を受けること」や 「不適正行為と認められる場合には裁判

所に情報提供することがあること」を条件とすると



中 核 機 関 に よる切 れ 目の ない 成 年 後 見 制 度 利 用 支 援 (素 案 )

資料 (3)-3

平塚市成年後見利用支援センター

後見活動支援

後 見 監 督

「本人意思の尊重、希望の実現」に向けた支援

<意思決定支援>

″

"受任時の諸手続き
初回報告支援
定期報告支援
各種許可申立支援
終了報告支援

親族後見入講習

会
,」
交 功 誇 笠 争

テー ム 支 房

親族と第三者後見人の関係調整

遺産分割・支援預金等率l用、課題解決後の親

族へのバトンタッチ支援

役割分担
チーム支援
日常的な情報交換・共有
後見人の役割・機能・権限への理解‐協力の促

進

役割分担、チーム支援
日常的な情報交換・共有
専門的な助言

役割分担、チーム支援

日常的な情報交換・共有

後見活動支援に際してのルールの明確化 (文

書化 )
後見人に不適正行為があつた場合の対処の
メレーール

中核機関において機能を担う人材の確保

制度利用支援

中核機関が受任調整を行うにあたつて、
公正性‐中立性を担保したルールの確立

法的根拠 (法律によることが望まれるが、

規則または条例制定も考慮すべき)

中核機関において機能を担う人材の確保

申立支援

本人申立ての支援
申立者がいない場合の市長申立て
の支援

適時の任意後見監督人選任申立
の支援

親族申立ての支援

親族申立てが困難な場合の市長申
立ての支援

「本人情報シート」作成のサポート

関係機関による申立支援の間接的
な支援

申立代理・書類作成の弁護士
‐司

法書士の紹介

市長申立事務のサポート(一部受
だ詢E)

申立支援に際してのルールの明確
化 (文書化)
戸籍・住民票・ないこと証明の取得
のルールの整理
中核機関において機能を担う人材
の確保

相談

本人からの一般相談

本人からの専門相談

本人からの任意後見相談

親族からの一般相談

親族からの専門相談

親族からの任意後見相談

関係者からの一般相談

関係者からの専門相談

関係者からの任意後見相談

専門相談の分担依頼

相談に際してのルールの明確化 (文
書化)
法的根拠 (法律によることが望まれる
が、規則または条例制定も考慮すべ

き)

広報

将来に備えた制度説明(バンフレット
等)

将来に備えた制度説明(講演会)

将来に備えた制度説明(バンフレット
等)

将来に備えた制度説明(講演会)

制度理解のための講座開催

講演会等の講師依頼

「親族後見予習セミナー」の位置づけ
の明確化 (親族が後見人に選任され
ることを約束するものでは無いことな
ど)           

‐

家
庭
裁
判
所

本
人

親
族

家
族

撤
・麟
・鋼
等
縣
翻
専
門
職

行

政

課
題
/
備
考

地
域
連
携
ネ

ツ
ト
ワ
ー
ク
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■ ム七,刊 目の メFい成年後 算′常II庁和1用
~支
:樗 (素 塞 )1 実施上の課題 の検討

(た たき台 )

1 ルール、規程に関する事項
(1)課題
① 相談に際してのルールの明確化 (文書化)
② 申立支援に際してのルールの明確化 (文書化 )
③ 戸籍・住民票・ないこと証明の取得のルールの整理

④ 中核機関が受任調整を行うにあたつて、公正性・中立性を担保したルールの確立

⑤ 後見滑動支援に際してのルールの明確化 (文書化)
⑥ 後見人に不適正行為があつた場合の対処のルール        ´
⑦ 法的根拠 (法律によることが望まれるが、規則または条例制定も考慮すべき)

(2)課題整理の方向性
全体的なイメージとしては、⑦の基本的なルール (条例規則等)を もとに、① (本目談)・

② (申立支援)・ ⑤ (後見活動支援)・ ⑥ (不適正行為)についてルールを定める。

ア)⑦ の基本白勺/委ル ‐―ル (条例規則等 )
a)理念・定義

b)行政の責務・市民の責務

c)中核機関の設置根拠、中核機関従事者に関すること (守秘義務を含む )

d)地域連携ネットワークに関すること (関係者の協力義務を含む )

e)市域を越えたケースに関わる特則

0義務違反に対する罰則

イ)① (相談)・ ② (申 立支援)。 ⑤ (後見活動支援)e⑥ (不適正行為)についてル

① (相談)と ② (申 立支援)については、相談者 。申立人予定者からの申込に基づ

き、支援が開始されることが通常。ただし、中核機関が本人に後見開始の必要性が高

いと判断しているものの、相談者・申立人予定者が申立てをしない場合の対処 (行政

への情報提供、市長申立の判断材料とすることなど)については、要検討。

⑤ (後見活動支援)・ ⑥ (不適正行為)については、② (申 立支援)の前提として、

後見人等選任後は「活動支援を受けること」や 「不適正行為と認められる場合には裁

判所に情報提供することがあること」を条件とする。

その他、② (申 立支援)と の関連で、実費等の取り扱いについて規定する必要があ

る。                                       ィ



2 運用に関する事項
(1)課題
① 中核機関において機能を担 う人材の確保

(2)課題整理の方向性     .
ア 機能を担 う人材に要する人件費の確保

イ 中核機関従事者の資格要件として、「成年後見・権利擁護に関する実務経験が〇年
以上の者」、「社会福祉士・精神保健福祉士の資格を有する者」等の一定の割合以上

の配置を規定するなどの検討

ウ 人材確保・育成の中期的、広城的な方策の提案

中核機関人材養成講座・研修 (の 内容・水準)の検討

中核機関の機能による

中核機関人材の資格要件に関する基準の検討

3 その他
(1)「切れ日のない」支援とするための課題 ‐

申立て支援の場面において、申立書提出の際、支援関係が途切れる可能性がある。

(2)課題整理の方向性
「受理面接」を中核機関において定期的に実施すること等の検討。



資料 (3) 5

中 核 テ隆 関 に よ る 成 年 後 軍_制 利 用 支 拝 の 命 れ 討 案 )

平塚市成年後見利用支援センター

後見人
等交替
等支援

後見人支援

定翔支援

i報酬助
1成上限
i額検討

定期報告
支援

随時
1原則、
年1回

|ケース検

1討調整
1会議

親族後見
人に対して
は、監督的
立場で支
援

◇ ◇ ◆

◇ ◇ ◆

●

◎ 本人 |

面会 i

◎ |

●

報酬助
成上限
額検討

◎
|

●

チーム

支援
本人
面会

◎

◎

0

初期支援

本人
面会
支援方
針会議

初回報
告支援

1回 (原

則必須)
1 1回 随時

(報告事
項)

◇

●
本人
面会
O

●

◇

◇

◎

◎

●

◆

◆

○

◎

本人
面会

財産引
経ぎ同
席

◇

◇

◎

O

O

O

◎

開始

選任
審判

申立サポート

申立支援
(同行)

必要に応
じて

◇

◇

●
(親族申立)

●
(市長申立)

●

マンチング

候補者
選定

ケース

検討調
整会議

|夕滉族が候補者
iの場合、ケース

罐髯雷線
|するか

市長申立の後見
人候補は、職種・

団体の選定とし、
特定の個人とは
しなし、

候補者 !候補者
検討 1面談

1 1回

t

●

申立書
作成支援

必要に応
じて

◇

●

市長
申立
の

可否
決定

月1回

(市)成年
後見調整
会議

◇

◆

●

ケース検討

lE]

主催者がいな
い場合、中核
協毛関が主催

◇

◆

0

O

O

◎

◎

本人
面会

原則
1回

本人面会
は、ケース
によって
1ま、「れ暫売
相談」時に
実施。

◇

◆

○

●
本人
面会

O

本人間会
必須

支援継続の判
断

ケース検 討 調

整 会議 (明らか
に必要性・緊急性
が高ければ、ガイ
ドラインに基づく
書面審査)

当面の必要性
がイ愚けれ |:三、
終了 (又は休
上)

◆

◆

●

市長申立の予
備審査

初期相談

継続相談
(情報収
集を含
む)

2回程度

必要に応
じ、訪問・

本人面会
を含む

◇

◇

0

(○ )

○

○

○

相談者か
らの初回
相談

1匹]

◆

◆

●

(O)

頻度・時期

ケース検討調整会議による
審査・判断

備考

親族申立

市長申立
(要請)

親族後見

第二者
後見

相談者/要請者/申立人

本人

親族 (相談者以外)

支援者

行政

後見人候補者/後見人

市長申立ての特記事項

備 考

続族申立
/市長申立
の別

親族後見
/第二者
後見の別

中
核
機
関

※ 表中の「◆‐●」は、必須の関与者、以下、「◎」「◇・O」の順で関与の度合いが弱くなるイメージ。


